
２ 一般会計・特別会計実質収支

 うち地方

 歳 入 総 額  歳 出 総 額  歳入歳出  実質収支額  自治法第

差引額  233条の2

 継続費 繰  越 事　故  　　計  の規定に

 逓　次 明許費 繰越し  よる基金

 　　　　　Ａ  　　　　　Ｂ    Ｃ (A-B)  繰越額 繰越額 繰越額  　　　　Ｄ  　Ｅ (C-D)  繰入額

611,317,889 607,318,105 3,999,784      － 3,607,326 212,139 3,819,465 180,319 90,160

 競輪事業 17,351,134 17,228,150 122,984  　　－  　　 －  　　－  　　 － 122,984  　　　－

 卸売市場事業 1,374,242 1,374,242 0  　　－  　　 －  　　－  　　 － 0  　　　－

特  国民健康保険事業 129,332,078 128,415,845 916,233  　　－  　　 －  　　－  　　 － 916,233  　　　－

 母子父子寡婦福祉 904,575 298,093 606,482  　　－  　　 －  　　－  　　 － 606,482  　　　－

    資金貸付事業

 後期高齢者 13,058,678 12,433,501 625,177  　　－  　　 －  　　－  　　 － 625,177  　　　－

別
        医療事業

 公害健康被害 216,838 76,947 139,891  　　－  　　 －  　　－  　　 － 139,891  　　　－

        補償事業

75,763,327 75,476,897 286,430  　　－  　　 －  　　－  　　 － 286,430  　　　－

3,771,125 3,347,732 423,393  　　－ 44,740  　　－ 44,740 378,653  　　　－

 会 96,011 96,011 0  　　－  　　 －  　　－  　　 － 0  　　　－

        共済事業

253,237 105,981 147,256  　　－ 42,335  　　－ 42,335 104,921  　　　－

605,579 442,893 162,686  　　－ 22,000  　　－ 22,000 140,686  　　　－

   ゴルフ場事業

 計 1,958,585 1,958,585 0  　　－  　　 －  　　－  　 　－ 0  　　　－

      取得等事業

216,942,537 216,942,537 0  　　－  　　 －  　　－  　　 － 0  　　　－

　実質収支      形式収支（歳入歳出差引額）から翌年度繰越事業費等に充当されるべき財源を差し引いた実際の当年度の

　　　　　　　　収支を明らかにするものである。

 公債管理

 墓地整備事業

 生田緑地

 公共用地先行

 　翌年度へ繰り越すべき財源

 一般会計

 港湾整備事業

 勤労者福祉

 介護保険事業

区　　　　分


